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      中国最大級のプロ集団  「士業・ｎｅｔ」  による日系企業支援 

「士業・ｎｅｔ」 メールマガジン 
              内田総研・Ｇｒｏｕｐ  （投資顧問・会計服務・網絡科技）  

 

 

銀聯、中国越境ＥＣ事業者を支援 

市場規模 1.2 兆円、3年後 2.8 兆円に
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週刊メール情報 

厳選・中国ビジネス 

   ２０１６年（平成２８年） ２月１日  月曜日     週刊メール情報 ・ 厳選中国ビジネス   (第０６３６号) 

●中国税務・法務・会計支援  ●日本企業の中国進出支援  ●日中企業のＭ＆Ａ支援  ●中国医療ビジネス支援  ●中国でのネット販売支援 

 

■ 銀聯、中国越境ＥＣ事業者を支援  

中国銀聯傘下の決済仲介大手、銀聯商務は 25日、

中国の消費者を対象にした日米のＥＣ越境電子商取

引事業者向け支援サービスを始めると発表した。 

オンライン上の決済から通関、物流までを一括して請

け負い、中国から直接、日米の通販サイトで買い物で

きる仕組みを整えるという。 

 

銀聯のオンライン決済システム 

銀聯商務は銀聯カードを使ったオンライン決済のシ

ステムを日米のＥＣ事業者に販売する。中国の消費者

の口座から商品代金、送料、個人輸入税を引き落と

し、事業者側に払い込むと同時に物流事業者と組んで

中国での通関や保税、配送の手続きも代行する。 

日米のＥＣ事業者は煩雑な業務を行わず、6 億人いる

中国国内の銀聯カード利用者に拡販できるという。 

日本の経済産業省の推計によると、中国の消費者が

日本と米国から購入する「越境ＥＣ」の市場規模は

2014 年時点で１兆 2354 億円で、2018 年には 2.3 倍の

2兆 8406 億円に拡大するとみている。 

銀聯商務は人民元だけでなく、日本円や米ドルなど外

貨決済のライセンスを保有、中国の電子通関システム

とも連携しており、「継ぎ目のない円滑な決済や通関が

可能になる」と新サービスの優位性を説明している。 

 

銀聯カードの発行枚数は 50 億枚 

銀聯カードの発行枚数は全世界で 50 億枚以上に上

っている。銀聯商務はこれまで中国国内で銀聯カード

の加盟店向けサービスや決済業務を手がけてきたが、

越境ＥＣ分野への参入で、事業の多角化を図る。 

2015 年に訪日した中国人は前年比 2倍増の約 500 万

人に上り、銀聯カードによる日本国内での買い物利用

額は 8千億円に達している。 

銀聯商務の李総裁は「日本の商品は中国の消費者に

好まれており、越境ＥＣの需要は非常に大きい」と指

摘。中国の景気が鈍化しても、通販での「爆買い」需要

は引き続き伸びる余地があるとの見通しを示している。 

 

 

 

 

 

■ 中国の資金流出、65 兆円規模に 

世界の主要金融機関で構成する国際金融協会（ＩＩ

Ｆ）は、中国からの資金の純流出が2016年に5520億

ドル（約 65 兆円）となり、過去最大だった 15年に次ぐ

高水準になるとの予測をまとめ発表した。 

ＩＩＦは「先進国の金融政策が新興国の資金流出の先

行きを大きく左右する」と指摘、米追加利上げが市場

の予測を上回るペースで進めば、想定以上の新興国

の資金流出を招くと警戒している。 

新興国からの純流出は 15年に 7350 億ドルに達し、

比較可能な統計がある 1980 年以降で最大となった。 

15年の中国からの純流出は6760億ドルにのぼり、世

界のマネーの流れを大きく変える要因となっている。 

中国からの資金流出は9年半ぶりの米利上げ開始に

伴い、中国企業がドル高と金利上昇を見込んでドル

建て債務の返済を急いでいることが一因。 

ＩＩＦは、中国富裕層が海外に資産を移す等、通常の金

融取引外の資金流出が増えていると指摘している。 

中国当局は資金流出による人民元安を防ぐため 15

年に 4050 億ドルの人民元買い介入を実施している。 

 

■ 中国の車両保有台数、2億8千万台 

中国公安部交通管理局は 25日、2015 年末現在の

中国の車両保有台数が2億7900万台に達したことを

明らかにした。このうち自動車は 1億 7200 万台、ドラ

イバーの数は 3億 2700 万人おり、うち 2 億 8 千万人

が普通自動車のドライバーだという。 

2015 年には新規登録された自動車は 2385 万台、保

有台数は 1781 万台増加、過去最高の水準だった。 

全国40都市での車両保有台数は100万台を超え、う

ち新エネルギー車の保有台数は 58 万 3200 台で、前

年末比 169.48％増加した。 

自家用車は 1億 2400 万台で、全国で平均すると 100

世帯あたり 31 台の自家用車を持っている計算にな

り、北京、成都、深圳などの大都市ではこの数字が60

台を超えたという。 
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■ 中国ネットユーザー、6億 8千万に 

中国インターネット情報センター（CNNIC）がこのほど

「第 37 回中国インターネット発展状況統計報告」を発

表、2015 年 12 月現在の中国のネットユーザー数は 6

億8800万人、インターネット普及率は50.3％に達し、中

国のインターネット人口は国民の半数を超えたとした。 

報告書によると、2015 年の新規ネットユーザーは 3951

万人で、増加率は6.1％と、2014年よりも 1.1ポイントア

ップしており、ネットユーザーの規模拡大のスピードが

アップしていることがわかる。 

ネットユーザーのネット接続設備は モバイル端末に集

中しており、携帯電話がネットユーザー規模拡大の主

な要素となっている。2015年12月時点のモバイルユー

ザー数は6億2000万人で、そのうち90.1％のユーザー

が携帯でインターネットに接続しているという。 

携帯電話だけでインターネット接続するネットユーザー

数は 1億 2700 万人でネットユーザー総数における

18.5％を占めている。 

モバイルインターネットは新たな社会生活パターンを構

築しており、「インターネットプラス」の行動計画は企業

の発展をサポートし続けているという。 

 

■ ＩＭＦの出資比率、中国が世界 3位に 

国際通貨基金（IMF）は 27 日、2010 年に決めた出資

比率・ガバナンス改革を承認した。これは中国が IMF

の出資比率で 3位になったことを意味する。 

IMF は声明の中で、「理事会改革修正案」が 1月 26 日

より発効するとした。同修正案は IMF 改革の一部で、

同案に基づき、出資比率の約6％が活力あふれる新興

市場と発展途上国に移されるという。 

これにより中国の出資比率は3.996％から6.394％に上

昇し、これまでの 6位から米国と日本に次ぐ 3位に浮

上、新興経済体の中国、ブラジル、インド、ロシアがトッ

プ 10 入りを果たした。 

同案の発効後、IMFの自己資本は倍増する。 

IMF資本は2385億特別引き出し権（SDR）から 4770億

特別引出権となる。また IMF 執行理事会のメンバー

が、初めて選挙のみで選出されることになる。 

同案はIMFのガバナンスが、新興市場および発展途上

国の発言権をより良く反映するため重要な一歩を踏み

出し、かつ IMFの信頼性・有効性・合法性を高めること

になると期待されている。 

 

■ 中国、不動産に絡む通貨・政治リスク 

米格付け会社スタンダード・アンド・プアーズ（Ｓ＆Ｐ）

が大連万達商業地産の信用格付けの見通しを「ネガテ

ィブ」に引き下げた。Ｓ＆Ｐは「債務が予想水準を超え、

不動産販売が予想以上に減少すれば、今後 12 カ月間

にわたって負債比率がさらに悪化する恐れがある」と

指摘している。 

 

不動産に絡む政治リスク 

中国では経済動向に占める不動産の比重が大きい

上に、住宅価格が手の届く範囲にあることが社会の安

定に極めて重要な意味を持っている。 

また、不動産は中国の一般市民が蓄えを投資できる数

少ない対象でもある。その中国で今、あらゆる種類のリ

スクが不動産会社を見舞っている。 

企業部門の信用リスクをめぐる不安の大部分は、経済

減速の中で巨額の借り入れを抱えた不動産会社を焦

点としているが、不動産会社の多くがドル建て社債を

発行していることから、その運命は為替レートと強く結

びついている。 

Ｓ＆Ｐによると、中国の銀行融資の 30～40％が不動産

を担保にしているという。 

 

資本の逃避が人民元安の要因に 

投資家にとって大きな懸念材料である人民元安に

も、政治的リスクが大きな要因として絡んでいる。 

人民元に対する下押し圧力が増えるなか、中、投資家

が直面する最も重要な疑問の一つとなってている。 

調査会社ディーロジックによると、１月に 19社が合計

125億ドルの海外Ｍ＆Ａを発表し（うち 90億ドル超が米

国でのＭ＆Ａ）、１月の過去最高を記録した。 

合計 1123 億ドルで年間の過去最高を記録している。 

格付け会社の懸念とは裏腹に中国の不動産市場は安

定の気配を見せている。 

中国国家統計局のデータでは、昨年12月に主要70都

市の大半で住宅価格が上昇、政府による下支えを一

因として、通年でも大半の都市が上昇を記録した。 

中国の不動産販売は昨年、21.7％増加したが、政治的

リスクの存在は、不動産価格の回復が大幅に制限され

てしまうことを意味している。 

投資家や実業家たちが、中国の外に資金をより多く振

り向けている限り、中国における政治リスの存在は消

えることがないと指摘されている。 
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内田総研・Ｇｒｏｕｐは、日本企業の中国市場での販売を支援する 
ため、中国の越境ＥＣモールに「日本館」を開設しました。 
内田総研が開発した越境ＥＣモール「日本館」は、中国の保税特区 
を活用し、日本に居ながら中国市場での販売、日本で円決済でき 
る最新の「低コスト・高効率」の販売方法です。 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

株式公開コンサルティング 
 

● 上場計画の立案、上場コンサルティング 

● 企業診断、経営改善コンサルティング 

● 上場を実現するための企業成長支援 

 

フランチャイズ展開支援 
 

● 中国での商業特許経営許可取得申請 

● フランチャイズに関する経営戦略の構築 

● 中国での販売、ブランド戦略の構築 

 

日中「医療ビジネス」支援 
 

● 日本医療機関の中国での事業展開支援  

● 日中医療機関の事業提携支援 

● 日本へのメディカルツーリズム事業 

 

中国での「環境・省エネ事業」 
 
● 日本環境技術の中国での事業展開支援 

● 日本省エネ技術の中国での事業展開支援 

● 日本企業の中国でのＭ＆Ａ構築支援 

税務師・律師・会計師等、中国最大級のプロ集団 「士業・ｎｅｔ」 によるワンストップサービス 

内田総研・Ｇｒｏｕｐ     (www:uchida-chinatax.com) 
北京事務所： 北京市朝陽区南新園西路 8号 龍頭大廈北棟２Ｆ    ＴＥＬ (10)8735-9091   ＦＡＸ (10)8735-9093 

東京事務所： 東京都足立区西新井栄町２－９－５ Ｋハイム       ＴＥＬ (03)3898-1422   ＦＡＸ (03)3898-1431 

「士業・ｎｅｔ」 ニュース掲示板 

 

Ｍ＆Ａセンター 
 

● 中日韓企業のＭ＆Ａ支援 

● 戦略的Ｍ＆Ａの構築支援 

● 撤退Ｍ＆Ａの構築支援 

 

 

越境ＥＣネット販売 
 

● 越境ＥＣ「日本産品館」 

● 中国での受注代行サービス 

● セミナー販売等との並行 

日本企業の中国進出支援 
 
● 中国での会社設立、中国事業支援  

● 中国での税務・法務・会計支援 

● 特許権・商標権の取得、上場支援等 

 

 

税務・法務・会計 
 

● 税務・会計顧問、記帳代行 

● 税務トラブルの解決処理 

● 法務トラブルの解決処理 

 

健康食品等の「セミナー販売」 
 
● 中国全土での健康セミナー販売支援 

● 全国に「老人大学」での販売支援 

● 各地の病院と提携しての全国販売支援 

 
 

 

越境ＥＣモール  「日本館」 

 

 

 

 

 

 
 

 

龍頭大廈 ホテルフロント 

オフイス・ロビー オフイス 

セミナー会場 会議室 

内田総研・北京Ｍ＆Ａセンター 

 

 受付 

内田総研・北京コールセンター 

漢方医講師 「健康セミナー販売」 

 

 

越境ＥＣモール  「日本館」 

内田総研の販売支援スキーム 

 

 

 

 

深圳電視台 「テレビショッピング」 

http://jp.freepik.com/free-photo/callcenter-office_386205.htm
http://img.enfactory.jp/profile/pf/img/library/l/1324405384.jpg
http://test.ehmall.com.cn/

